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2025年度調査部会（分析・執筆を担当） ※敬称略・企業名五十音順 所属・役職は2026年3月現在
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2025年度企業IT動向調査 概要

人とAIで未来を創る、新時代のIT部門像

2025年度の重点テーマ

調査報告
2026年4月発表 経済産業省監修

グループインタビュー調査

調査委員会、調査部会 による分析

アンケート調査

• 94年度以来継続して実施し今回で32回目、ユーザー企業中心の動向調査

•経年変化をふまえた分析と、定量・定性調査を用いて多面的に分析

•年度別のトピックを重点テーマとして設定

当調査の特徴

実施時期 2025年12月中旬に実施

実施形態 オンライングループインタビュー

調査対象 ユーザー企業のIT部門長の方

グループ数 2グループ実施（8社12名）
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調査期間 2025年9月5日～10月24日まで実施

実施形態 郵送で依頼後、Webで回収

調査対象 東証上場企業とそれに準じる企業

回収 回収数957社 ／ 配布数4500社
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2025年度企業IT動向調査 重点テーマ

経済産業省のDXレポートで「2025年の崖」とされていた2025年が到来し、ますます複雑化する情報システムへ
の対応に苦戦する企業も多数ある。一方で、生成AIは日々進化を続け、日々の仕事の在り方にも大きな変化をもた
らしているだけでなく、企業の競争力の優劣に影響を及ぼす可能性を秘めている。AIに代表される新たなテクノロ
ジーの活用だけでなく、それを使いこなす「人」の獲得や育成の課題も増す一方である。

24年度調査では『今こそ問われるIT部門の真価と進化』をテーマに掲げ実施した。IT部門の真価は、AIとそれを支
える企業のITシステム全体を深く理解するプロフェッショナルであり、AI時代の変革推進リーダーとなるべき存在
であると説いた。今必要とされる大変革は、業務・事業変革に加え、ＡＩ時代の人材の在り方・スキル・意識の変革ま
で企業全体におよぶ。この大変革を、経営層・他部門と一体となって先導する「進化系の企業リーダー」を体現して
いくことが重要となることを示した。

25年度調査では『人とAIで未来を創る、新時代のIT部門像）』をテーマに実施する。AIが急速に進化している今、
AIを自社の競争力に結びつけ、組織を変革していくＩＴ人材に求められる能力とは何であろうか。そして「進化系の
企業のリーダー」の中心的存在であるIT部門は、新時代にどういった姿を目指していく必要があるのだろうか。本
調査ではＡＩ時代におけるＩＴ部門・ＩＴ人材の姿について、その方向性を明らかにする。

『人とAIで未来を創る、新時代のIT部門像』
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企業IT動向調査2026 調査結果

1.  企業プロフィール
2. IT予算・投資マネジメント
3. DX
4.  データ活用
5.  情報セキュリティ
6. IT組織・人材
7.  システム開発
8.  未来に向けたテクノロジー活用
9.  総括と提言



1. 企業プロフィール

• 25年度の調査では、回答企業957社を10業種グループに分類して分析した。

• 構成比は過年度と大きく変わらず、経年変化を安定して把握できる調査となっている。

• 企業業績の傾向は、20年度実績と25年度見込みを比較すると、「増収増益」が増加、「減収

減益」が減少し、全体として緩やかな回復基調にあることがうかがえる。

• CIOの設置状況を24年度と25年度で比較すると、規模の小さな企業でも、IT 統括・経営

支援の役割を明確化することで、IT 活用の効果向上を目指す動きが読み取れる。

• CIOの設置状況とIT戦略の開示状況の関係性を見ると、専任CIOがいる企業ほど、IT戦略

は経営戦略と高い親和性を持つ。
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25年度の調査では、回答企業957社を10業種グループに分類して分析した
全体の構成比は過年度と大きく変わらず、経年変化を安定して把握できる調査となっている

1. 企業プロフィール

業種グループに属する業種 
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企業業績の傾向は、25年度「増収増益」見込み企業が52.3％に増加、「減収減益」見込み企業が
１５．７%に減少し、全体として緩やかな回復基調にあることがうかがえる

1. 企業プロフィール

年度別 業績(実績と見込み)
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増収増益

減収減益
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規模の小さな企業でも、IT 統括・経営支援の役割を明確化することで、IT 活用の効果向上を目指す
動きが読み取れる

1. 企業プロフィール

売上高別 CIO(最高情報責任者)の設置状況（24、25年度）
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IT部門・業務を担当する
部門長がそれにあたる

CIOはいない、あるいはCIO
に対する実質的な認識はない
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専任CIOがいる企業ほど、IT戦略は経営戦略と高い親和性を持つ

1. 企業プロフィール

CIOの設置状況別 経営戦略とIT戦略の関係性
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2. IT予算・投資マネジメント
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• IT予算のDI値は、25年度計画では43.3ポイントを示し、計画値としては過去10年間

で最高値 2６年度予測も39.9ポイントと高い水準を維持。

• IT予算の増加理由は既存システムの更新や値上げ等の不可避的要因の影響が大きい。

• IT投資で解決したい最優先経営課題として、省力化やビジネスの創出、強化等のニー

ズが根強い。

• IT投資効果評価を実施している企業の割合が大幅に改善。

ITコストの増大に伴い、優先順位付けや費用対効果の確認を徹底する動き。



IT予算のDI値は、25年度計画では43.3ポイントを示し、計画値としては過去10年間で最高値
2６年度予測も39.9ポイントと高い水準を維持
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2. IT予算・投資マネジメント

IT予算DI値の推移 ※ DI値（Diffusion Index）： IT予算を「増加する」割合から「減少する」割合を差し引いた値



IT予算の増加理由は既存システムの更新や値上げ等の不可避的要因の影響が大きい
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2. IT予算・投資マネジメント

IT予算の増加理由



IT投資で解決したい最優先経営課題として、省力化やビジネスの創出、強化等のニーズが根強い
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2. IT予算・投資マネジメント

IT投資で解決したい直面している
経営課題（1位・2位・3位）



IT投資効果評価を実施している企業の割合が大幅に改善
ITコストの増大に伴い、優先順位付けや費用対効果の確認を徹底する動き
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2. IT予算・投資マネジメント

IT投資の事前評価・事後評価実施状況



3. DX

• DXを推進できている企業が着実に増加している。一方で、推進に課題を持つ企業は依然

として多い。

• 業界別のDX推進は「金融・保険」と「社会インフラ」が進んでいる。

• DXは効率化中心の「守りのDX」から付加価値・成長を狙う「攻めのDX」に移行している。

• 「人材・スキルの不足」「戦略の不足」「企業文化・風土の不足」がDX推進の３大課題。
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DXを推進できている企業が着実に増加している
一方で、推進に課題を持つ企業は依然として多い

3. DX

DX推進状況（年度推移）
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非常にそう思う そう思う どちらともいえない そう思わない まったくそう思わない

「どちらともいえない」「そう思わな
い」「まったくそう思わない」の合計が 
66.3％

「非常にそう思う」「そう思う」の合計
が33.7%で着実に増加
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業界別のDX推進は「金融・保険」と
「社会インフラ」が進んでいる

3. DX

業種グループ別 DX推進状況

DXが推進できている割合は、
• 金融・保険業界（51.2%）
• 社会インフラ業界（50.0%）
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18（C）JUAS 2026



DXは効率化中心の「守りのDX」から付加価値・成長を狙う「攻めのDX」に移行

3. DX

DX推進の目的
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新規事業や新たな事業領域への進出、事業モデルの再構築 顧客サービス価値向上

既存事業におけるサービスの企画、開発 既存事業の収益力向上（売上拡大など）

既存事業のコスト削減（業務の自動化など） 企業の風土改革、慣習の見直し

従業員満足度向上

「既存事業のコスト削減」は42.1% → 
36.1%と６ｐｔの減少

新事業進出、サービス価値向上、収益
力向上の割合が４０．４％ → 50.1%
と９．７ｐｔの増加
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「人材・スキルの不足」「戦略の不足」「企業文化・風土の不足」がDX推進の３大課題

3. DX

DXを推進するうえでの課題
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その他（n=956)

１位 ２位 ３位

各企業が選択したDX推進の課題の
「1位」「2位」「3位」を集計
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4. データ活用

• データドリブン意思決定は、特に経営企画、営業、生産領域において、行っている企業の割合が高い。

• これらの領域では、リアルタイムでの分析や、予測等、高度なデータ活用を意思決定に利用している企

業の割合も2割程度はある。

• データ活用への取り組み状況によらず、人材に関する課題が多いが、「データ活用できていない・準備

をしている段階」の企業では、データ活用におけるルールが不十分、理解不足などの課題も目立つ。

• システム基盤、データアーキテクチャ、マスタデータ管理は、２０％を超える企業が整備済みだが、メタ

データ管理等、更なるデータガバナンス高度化につながるものは、整備済みの割合が５%以下。
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データドリブン意思決定は、特に経営企画、営業、生産領域において、行っている企業の割合が高い

4. データ活用

データドリブン経営への取り組み状況
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5.0 

3.8 

4.8 

5.1 

4.5 

3.5 

1.9 

2.0 

13.2 

8.2 

8.8 

15.7 

14.1 

16.9 

10.2 

8.3 

13.9 

49.0 

44.6 

44.4 

44.6 

42.9 

45.2 

46.3 

36.6 

45.7 

21.3 

23.0 

24.0 

22.6 

23.0 

22.0 

21.5 

26.1 

19.5 

10.2 

19.2 

19.0 

12.3 

14.9 

11.4 

18.5 

27.1 

18.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営企画

商品企画

開発・設計

生産

マーケティング

営業

購買

人事

経理

予測した結果に基づき、意思決定行っている

リアルタイムに可視化した結果に基づき、意思決定を行っている

過去データを可視化した結果に基づき、意思決定を行っている

データを活用した意思決定に向けた準備を行っている（データの蓄積など）

特にデータによる意思決定を行っていない
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データ活用への取り組み状況によらず、人材に関する課題が多いが、「データ活用できていない・準備し
てる段階」の企業では、データ活用におけるルールが不十分、理解不足などの課題も目立つ

4. データ活用

データ活用への取り組み状況別 データ活用へ課題

63.2 

75.9 

42.1 

42.1 

29.7 

16.9 

39.1 

19.9 

6.4 

61.4 

74.6 

43.2 

39.1 

24.7 

20.1 

39.3 

18.3 

12.3 

62.7 

71.3 

54.0 

46.3 

28.0 

17.3 

41.3 

19.7 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

データ活用に関する人材の量的不足

データ活用に関する人材の質的不足

データ活用におけるルールが不十分（データ

オーナーの定義等）

データ活用意義の理解不足

データ活用のROIが不明

データ量の不足

データの質が不十分

データ種類の不足

自社における必要性が不明

組織横断的にデータ活用ができる環境を構築している（n=266） 事業単位や組織単位でデータ活用ができる環境を構築している（n=389）
データ活用できていない・準備をしている段階である（n=300）
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システム基盤、データアーキテクチャ、マスタデータ管理は、２０％を超える企業が整備済みだが、メタデ
ータ管理等、更なるデータガバナンス高度化につながるものは、整備済みの割合が５%以下

4. データ活用

データマネジメントの整備状況

26.6 

20.0 

11.9 

23.2 

18.2 

4.1 

7.3 

7.3 

4.6 

1.4 

5.6 

4.3 

4.4 

10.4 

29.5 

7.9 

5.6 

47.3 

41.1 

45.0 

45.0 

42.1 

29.9 

38.5 

33.7 

30.7 

32.2 

24.7 

18.9 

28.9 

44.4 

36.5 

31.3 

24.3 

16.5 

24.9 

28.5 

20.8 

24.9 

43.2 

36.5 

41.7 

46.6 

44.1 

41.2 

43.5 

42.6 

31.3 

22.1 

40.9 

47.6 

9.6 

14.0 

14.6 

11.0 

14.8 

22.8 

17.7 

17.3 

18.1 

22.3 

28.5 

33.3 

24.1 

13.9 

11.9 

19.9 

22.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最適なシステム基盤の選定・運用

データアーキテクチャの選定・運用

データ統合方針（統合の必要な範囲の策定等）

マスタデータ管理・統合

トランザクションデータ管理・統合

非構造化データ管理・統合

生成AI活用にむけたデータマネジメント方針の…

データマネジメントルール・プロセスの確立

費用対効果の明確化

データマネジメント人材の充足

データパイプラインの整備

メタデータ管理の仕組み導入

データトレーサビリティの仕組みの導入

データセキュリティの高度化

規制（個人情報保護等）への対応

外部データ連携方針の策定・仕組みの導入

外部データ活用時の品質確保

整備済み 整備中 未整備 予定なし

整備済みの割合
が多い取り組み
（20%以上）

整備済みの割合が
少ない（5%以下）
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5. 情報セキュリティ

25

• IT予算に占める情報セキュリティ関連費用の割合について、10％以上と回答した割合が増

えており、引き続き、情報セキュリティも各企業における重要な課題として挙げられている。

• 昨年度に引き続き、内部不正、ランサムウェアや標的型攻撃事案の発生が継続的に確認さ

れており、国内企業に対するサイバー攻撃の脅威は変化なし。

• 情報セキュリティ人材について、どの売り上げ規模でも5割近くの企業から、担当層・管理者

層が不足という回答を得ている。情報セキュリティの対策強化を図るにあたり、その担い手

が不足していることが課題となっている。

• 生成AIの利用における対策については、昨年に引き続き、社内で利用する生成AIについて、

機密情報の保護から着手している企業が多い状況。
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情報セキュリティ関連費用の割合は増加

26

5. 情報セキュリティ

IT予算に占める情報セキュリティ関連費用の割合

20.3 

20.5 

20.1 

21.2 

19.6 

17.5 

22.4 

26.3 

24.8 

22.0 

21.9 

22.5 

25.9 

23.8 

21.1 

26.8 

26.5 

27.3 

31.4 

29.4 

33.9 

30.1 

32.0 

32.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25年度（n=576）

24年度（n=562）

23年度（n=601）

22年度（n=605）

21年度（n=622）

20年度（n=662）

5％未満 5～10％未満 10～15％未満 15％以上
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昨年度に引き続き、各種セキュリティインシデントの発生が確認されている状況

5. 情報セキュリティ

年度別 セキュリティインシデントの発生状況

8.7 

8.0 

7.1 

6.9 

6.5 

6.7 

6.7 

5.6 

5.0 

4.8 

5.2 

6.7 

11.0 

11.8 

5.2 

6.8 

4.9 

5.6 

3.3 

4.5 

3.5 

3.7 

2.5 

3.0 

79.0 

78.8 

86.4 

84.9 

82.7 

81.0 

87.5 

86.3 

88.5 

87.0 

91.0 

88.9 

1.3 

1.4 

1.3 

1.3 

5.9 

6.7 

2.5 

3.6 

3.0 

4.4 

1.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25年度（n=953）

24年度（n=970）

25年度（n=953）

24年度（n=970）

25年度（n=953）

24年度（n=970）

25年度（n=953）

24年度（n=970）

25年度（n=953）

24年度（n=970）

25年度（n=953）

24年度（n=970）

内
部

不
正

や
不

注
意
に
よ
る

情
報

漏
洩

標
的

型
攻
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（
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ル
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等
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攻

撃
）
に
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る
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ン
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ト

サ
ー
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ス
へ
の

不
正

ロ
グ
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ン

W
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b
サ
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ト
等

を
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た
サ
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バ
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攻
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（
改

ざ
ん
な
ど
）

サ
ー
ビ
ス
妨

害

（
D

o
S
）
攻

撃

に
よ
る
サ
ー
ビ

ス
停

止

ラ
ン
サ
ム
ウ
ェ

ア
感

染
に
よ
る

脅
迫

等
の

被
害

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない 対象となるシステム等が存在しない
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セキュリティ担当者、管理者が不足と回答した企業が、どの売上規模でも半数以上を占める

28

5. 情報セキュリティ

売上高別 情報セキュリティ人材
の不足状況

46.9 

49.6 

56.7 

50.4 

40.2 

41.1 

0.9 

12.1 

52.8 

56.9 

67.1 

47.2 

42.0 

38.5 

0.9 

5.9 

40.5 

54.6 

78.4 

48.1 

45.9 

44.9 

1.1 

3.2 

25.5 

55.3 

74.5 

31.9 

48.9 

44.7 

6.4 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ統括責任者（CISO含む）

セキュリティ管理者（CSIRT管理者含む）

セキュリティ担当者（CSIRT担当者含む）

セキュリティ担当部署の取り組みを

モニタリングする部署（監査部門など）の担当者

社外のサービスのセキュリティレベルを評価できる、

事業担当者（セキュリティ担当ではなく、

事業部門側の人材）

サービス提供に必要なセキュリティ対策を検討する、

事業担当者（セキュリティ担当ではなく、

事業部門側の人材）

その他

情報セキュリティに関する人材は不足していない

100億円未満（n=224）

100億～1000億円未満（n=441）

1000億～1兆円未満（n=185）

1兆円以上（n=47）
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生成AIの活用におけるリスクへの対策は、情報漏洩やプライバシーへの対応が中心となっている

29

5. 情報セキュリティ

生成AI活用において懸念するリスク
と対策状況 27.5 

23.3 

12.9 

9.9 

12.7 

9.8 

6.9 

6.3 

5.3 

5.1 

4.4 

3.6 

30.3 

22.2 

26.6 

18.0 

25.6 

17.8 

20.6 

17.1 

19.6 

14.8 

17.5 

13.3 

26.8 

24.8 

40.0 

37.3 

41.7 

37.4 

29.7 

27.1 

32.0 

28.5 

31.8 

29.2 

4.1 

4.8 

7.3 

7.9 

6.5 

7.1 

7.5 

6.4 

7.4 

7.7 

8.0 

7.7 

11.3 

24.8 

13.1 

26.9 

13.5 

27.9 

35.2 

43.2 

35.6 

43.8 

38.4 

46.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）

2025年度（n=954）

2024年度（n=971）
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用
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果
、
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害
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に
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A
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っ
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不
適
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ン
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イ
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利
用
者
と
し
て
の
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ス
ク

サ
ー
ビ
ス
提
供
者
と
し
て
の
リ
ス
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懸念しており対策を実施済み 懸念しており対策を検討中 懸念しているが対策の検討に至っていない

懸念していない わからない・生成AIの活用予定はない
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6. IT組織・人材

30

• 「事業創造やビジネス面の変革（DX等）」に貢献しているIT組織の割合は、緩やかではある

ものの年々増加している。一方で、人材、データ、新技術という重要な3要素に関わるIT組

織の機能・能力が不足していると認識する企業が多数存在。

• IT人材全般について人員増の要求は依然強い。その中、DX担当人材については、事業部

門で人員増の意欲が高い。

• IT人材の不足感は高い。担当業務別の課題を見ると、採用、育成、流出の３つの課題で異な

る傾向がある。

• 生成AI活用が進んでいる企業ほど、AI活用の基盤整備と同時に社内ルール、研修等の整備

が進んでいる。
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ここ数年、IT部門の短期（1～2年）、中長期（3～5年）の人材増の要求は高い状態。
DX担当人材については、事業部門での増強の要求が高い。

31

6. IT組織・人材

組織別IT人材増減の動向

43.5 

28.1 

36.9 

39.0 

43.8 

56.6 

36.7 

54.9 

49.3 

57.2 

48.9 

66.4 

59.6 

57.0 

55.1 

35.3 

54.3 

41.4 

45.9 

40.3 

7.7 

5.5 

3.5 

4.0 

1.1 

8.1 

9.0 

3.7 

4.8 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=927）

情報子会社（n=384）

IT部門（n=710）

DX専門部門（n=426）

事業部門（n=555）

IT部門（n=926）

情報子会社（n=387）

IT部門（n=736）

DX専門部門（n=438）

事業部門（n=586）

D
X
担

当
人

材
D

X
担

当
人

材

短
期

（
1
～

2
年

）
中

長
期

（
3
～

5
年

）

増加 不変 減少

DI値

35.8

22.7

33.4

35.0

42.7

48.5

27.6

51.2

44.5

54.6

（C）JUAS 2026



多くの担当業務で人材の充足度が低い状況。充足の課題で見ると、採用面では、情報セキュリティや
データ分析、育成面では、プロマネや上流工程、流出面では、運用やインフラの担当となる。

32

6. IT組織・人材

担当業務別 IT部門人材に関する課題 採用、育成、流出で課題感の高い担当業務（1～3位）

採用 育成面 流出面

1位
情報セキュリティ担当
（23.9％）

プロジェクトマネジメント担当
（49.9％）

運用管理・運用担当
（13.5％）

2位
データ分析担当（生成AI除く
データサイエンティスト等）
（21.3％）

上流工程担当（業務分析・シス
テム要件定義等）
（46.6％）

インフラ・ネットワーク担当
（12.5％）

3位
新技術調査・検証担当
（20.3％）

新技術調査・検証担当
（45.4％）

上流工程担当（業務分析・シス
テム要件定義等）
（11.6％）
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生成AI活用度を高めるために
企画、基盤やルールの整備、研修等について6割弱のIT部門が取り組んでいる。
一方で、生成AIの高度な活用に向けた専門組織を設置している企業の割合は低い。

33

6. IT組織・人材

生成AIに対するIT部門の役割

8.6 

9.6 

8.7 

16.1 

11.7 

5.6 

3.1 

27.5 

25.3 

24.4 

26.1 

20.0 

13.8 

8.1 

22.5 

25.2 

21.9 

22.2 

22.9 

20.5 

19.2 

15.5 

10.1 

11.8 

11.4 

12.4 

12.2 

11.7 

25.9 

29.9 

33.1 

24.1 

33.0 

47.9 

57.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AI活用に対する企画・戦略の立案

（n=954）

社内に専用の生成AI活用のための基盤整備

（AIエージェント等含む）（n=954）

有用な活用方法やプロンプトを調査し社内に発信

（n=954）

生成AI活用のための社内ルールを整備

（n=954）

生成AI活用の研修を準備し、社内で展開

（n=954）

生成AI活用拡大のための支援組織を設置

（n=954）

高度な生成AI活用のために専門組織を設置

（n=954）

IT部門が主体的に取り組んでおり成果が出ている IT部門が主体的に取り組んでいるが、成果は検証中である

IT部門が主体的に取り組みを検討中である IT部門以外が対応

取り組んでいない、または個人に任されている
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7. システム開発

34

• QCDに改善の可能性がみられるも、全体の傾向は引き続き悪化・横ばい。

• 社員・ベンダーともにスキル不足、人材確保困難に価格高騰が拍車をかけている。

• 主に目指している姿は、内製と外部委託の使い分け。

• 内製化を進めるうえでの課題も、開発人材・プロジェクトマネジメント人材の不足といった

人材に関する課題。

• 社内IT部門の能力として保持するスキルを見定めた、人材育成の加速が求められる。
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QCDに改善の可能性がみられるも、全体の傾向は引き続き悪化・横ばい

35

7. システム開発

プロジェクト規模別・年度別
システム開発の品質遵守状況

1.5 

0.3 

35.2 

23.9 

24.0 

22.4 

23.0 

28.9 

39.7 

34.3 

39.3 

42.2 

19.7 
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15.4 
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22.2 

31.7 

25.2 

29.3 
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19.3 
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11.0 

10.6 

18.1 

24.6 

23.0 

21.3 

25.5 

54.6 

66.1 

66.0 
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68.1 

62.6 

52.0 

59.3 

52.4 

50.1 

53.9 

66.2 

65.6 

67.3 

66.8 

64.5 

52.8 

61.7 

57.3 

57.0 

51.1 

63.3 

58.4 

58.8 

65.9 

56.3 

54.2 

53.3 

55.4 

50.5 

8.8 

9.9 

10.0 

10.0 

8.9 

8.5 

8.3 

6.4 

8.3 

7.8 

26.0 

21.6 

20.1 

17.3 

18.1 

13.3 

15.5 

13.1 

13.3 

13.2 

29.6 

28.6 

32.0 

30.2 

23.5 

25.6 

21.2 

23.8 

23.3 

24.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25年度（n=1655）

24年度（n=694）

23年度（n=732）

22年度（n=727）

21年度（n=808）

20年度（n=827）

19年度（n=696）

18年度（n=796）

17年度（n=769）

16年度（n=747）

25年度（n=319）

24年度（n=393）

23年度（n=378）

22年度（n=382）

21年度（n=419）

20年度（n=490）

19年度（n=375）

18年度（n=412）

17年度（n=368）

16年度（n=342）

25年度（n=223）

24年度（n=245）

23年度（n=231）

22年度（n=245）

21年度（n=255）

20年度（n=309）

19年度（n=236）

18年度（n=244）

17年度（n=240）

16年度（n=196）

1
0

0
人
月
未
満

1
0

0
～

5
0

0
人
月
未
満

5
0

0
人
月
以
上

期待を超えて満足 満足 ある程度は満足 不満（C）JUAS 2026



社員・ベンダーともにスキル不足、人材確保困難に価格高騰が拍車を
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品質が予定どおりにならなかった要因

48.8 

30.2 

48.8 

9.3 

44.8 

59.9 

28.5 

3.5 

39.1 

27.2 

39.6 

15.4 

50.3 

56.8 

21.9 

2.4 

40.9 

24.4 

46.3 

12.8 

36.0 

51.2 

30.5 

1.8 

42.5 

33.1 

43.1 

7.5 

35.6 

54.4 

29.4 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

計画時の考慮不足

仕様変更の多発

想定以上の現行業務・システムの複雑さ

想定外の外的要因

社員のスキル不足

ベンダーのスキル不足

開発体制のリソース不足

その他

25年度（n=172）

24年度（n=169）

23年度（n=164）

22年度（n=160）

12.6 

33.3 

44.4 

47.4 

37.0 

18.5 

46.7 

28.1 

10.4 

4.4 

7.7 

29.4 

40.4 

43.8 

36.8 

15.4 

33.1 

24.3 

10.7 

7.0 

12.6 

36.8 

46.6 

48.9 

44.3 

17.2 

26.4 

22.4 

8.0 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

短納期化

要件定義の時間不足

要件定義の難易度上昇

システム影響範囲の拡大

IT人材の新規確保の困難化

人材の社外流出

パートナーの変化

IT技術の難易度向上

ITトレンドの転換の高速化

その他

品質（n=135）

予算（n=272）

工期（n=174）

システム開発のQCD悪化に影響を与えているトレンド（環境変化）
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88.1 

85.7 

85.7 

81.0 

83.3 

51.4 

18.7 

11.3 

6.5 

13.0 

45.9 

17.7 

14.5 

5.9 

20.4 

33.3 

11.4 

10.7 

4.5 

12.5 

22.4 

6.7 

4.3 

0.6 

14.6 

4.8 

7.1 

7.1 

9.5 

9.5 

30.8 

42.1 

34.0 

16.8 

29.6 

32.3 

32.3 

27.9 

10.8 

23.8 

32.6 

27.3 

21.4 

10.5 

29.4 

23.0 

12.8 

6.2 

1.8 

11.1 

2.4 

4.8 

2.4 

2.4 

7.5 

20.6 

24.5 

15.0 

16.7 

10.6 

25.9 

25.2 

23.6 

21.7 

16.3 

24.2 

22.1 

16.5 

22.1 

15.2 

18.9 

14.2 

12.7 

18.1 

2.4 

2.4 

4.8 

4.8 

5.6 

12.1 

21.7 

41.1 

22.2 

7.9 

15.8 

21.7 

33.3 

18.0 

8.9 

22.0 

27.5 

37.6 

19.9 

10.3 

23.2 

25.9 

18.2 

21.1 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

4.7 

6.5 

8.5 

20.6 

18.5 

3.2 

8.4 

10.7 

26.4 

16.1 

8.9 

15.2 

18.3 

30.8 

16.2 

29.1 

38.4 

49.4 

66.7 

35.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム企画（システム化構想策定）（n=42）

機能要件定義（n=42）

非機能要件定義（n=42）

設計・実装・テスト（n=42）

システム運用・保守（n=42）

システム企画（システム化構想策定）（n=107）

機能要件定義（n=107）

非機能要件定義（n=106）

設計・実装・テスト（n=107）

システム運用・保守（n=108）

システム企画（システム化構想策定）（n=405）

機能要件定義（n=406）

非機能要件定義（n=401）

設計・実装・テスト（n=406）

システム運用・保守（n=411）

システム企画（システム化構想策定）（n=135）

機能要件定義（n=132）

非機能要件定義（n=131）

設計・実装・テスト（n=133）

システム運用・保守（n=136）

システム企画（システム化構想策定）（n=165）

機能要件定義（n=164）

非機能要件定義（n=162）

設計・実装・テスト（n=165）

システム運用・保守（n=171）

完
全
内
製
化

内
製
を
増
や
す

内
製
・
外
部
委
託
の
混
成

外
部
委
託
を
増
や
す

完
全
外
部
委
託

ほぼ内製 内製が多い 同程度 外部委託が多い ほぼ外部委託

6.7 

5.4 

1.1 

8.0 

8.2 

18.9 

27.7 

31.7 

44.2 

53.5 

59.6 

11.2 

19.5 

12.4 

8.5 

28.6 

18.6 

13.0 

2.1 

2.2 

1.6 

2.1 

11.6 

2.5 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=224）

100億～1000億円未満（n=441）

1000億～1兆円未満（n=185）

1兆円以上（n=47）

完全内製化 内製を増やす 内製・外部委託の混成 外部委託を増やす 完全外部委託 その他 わからない

主に目指している姿は、
内製と外部委託の使い分け

37

7. システム開発

売上高別 内製・外部委託方針

方針別・工程別
内製・外部委託度合い
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社内IT部門の能力として保持するスキルを見定めた、人材育成の加速を

38

7. システム開発

内製化を進めるうえでの課題

25.9 

10.9 

38.2 

34.5 

44.4 

52.7 

49.6 

2.4 

11.6 

24.6 

9.2 

38.7 

30.2 

38.3 

50.8 

45.2 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

現行システムの仕様がわからない

開発プロセスがわからない

現行業務への理解不足

システム企画力不足

（ビジネス要件をシステム仕様に落とせない）

プロジェクトマネジメント人材の不足

開発人材の量の不足

開発人材の質の不足

その他

特にない・わからない

25年度（n=953）

24年度（n=959）
未調査
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8. 未来に向けたテクノロジー活用

• 24年度に引き続き、複数の新規テクノロジーで大きな伸びを示している。

• 特に「生成AI」はいずれも10ポイント以上の伸びを示しており、積極的な導入が進んでいる。

• 言語系生成AIは業種グループを問わず「生産性向上（業務改善等）」を目的に導入が進んで

いるが、 25年度ではそのほかの利用目的がいずれも10ポイント以上の上昇を見せており、

言語系生成AIの目的・用途が多様化している。

• 言語系生成AIの効果測定についてはいまだ手探りの状態であるが、金融・保険では「削減

できた労働時間の測定」が1位となり、言語系生成AIの導入効果にフォーカスした企業も出

てきている。
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24年度に引き続き、複数の新規テクノロジーで大きな伸びを示しており、
特に「生成AI」は顕著な伸びを示している

8. 未来に向けたテクノロジー活用

伸び率順 24年度調査時からの「導入済み」と「試験導入中・導入準備中」のポイント差
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言語系生成AI導入検討時の利用目的や用途は、ほぼすべての項目で
24年度に比べて10ポイント以上の上昇を見せ、積極的な言語系生成AIの活用が進んでいる

8. 未来に向けたテクノロジー活用

言語系生成AI導入検討時の
利用目的・用途

88.4 

54.8 

53.3 

49.7 

38.5 

37.5 

32.7 

32.3 

32.1 

29.2 

29.0 

1.6 

90.1 

38.6 

32.5 

34.3 

19.3 

23.2 

18.5 

20.1 

17.8 

15.1 

15.5 

1.7 

88.0 

35.7 

30.7 

28.9 

23.6 

22.3 

19.8 

20.2 

19.1 

16.4 

15.2 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生産性向上（業務改善等）

人材不足解消

外国語コミュニケーション向上

（翻訳など）

データ分析力向上

教育・研修への適用

社内コミュニケーション向上

既存製品・サービスの価値向上

顧客接点改善・変革

ビジネスモデルの変革

新規の製品・サービスの創出

新規事業創出

その他

25年度（n=507）

24年度（n=647）

23年度（n=560）

24年度と比べ
10ポイント以上増加
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言語系生成AIの効果測定については手探りの状態であるが、
金融・保険など労働時間削減につながっている企業グループもある

8. 未来に向けたテクノロジー活用

言語系生成AI導入時の効果測定
39.4 

8.1 

6.5 

6.7 

51.9 

32.8 

4.5 

6.8 

5.8 

59.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

削減できた労働時間の測定

削減できた要員の測定

金額的な効果の測定

（売上金額の向上額等）

その他定性的な効果

効果測定は行っていない

2025年（n=507）

2024年（n=396）

（％）

建築 土木
生活関連型 
その他製造

基礎素材型
製造

加工組立型
製造

卸売 小売 外食 金融 保険 社会インフラ
運輸 倉庫 
不動産

サービス

削減できた労働時間の測定 36.2 40.9 45.9 44.3 39.1 34.6 68.0 23.5 27.3 34.0

削減できた要員の測定 10.6 5.7 2.7 4.5 6.5 7.7 8.0 5.9 15.2 13.0

金額的な効果の測定（売上金額の向上額等） 8.5 6.8 0.0 5.7 0.0 3.8 8.0 5.9 3.0 13.0

その他定性的な効果 4.3 5.7 0.0 11.4 4.3 0.0 12.0 5.9 12.1 7.0

効果測定は行っていない 55.3 54.5 51.4 46.6 56.5 57.7 28.0 70.6 54.5 51.0❶ ❶ ❶ ❶ ❶ ❶ ❶ ❶ ❶

❷ ❷ ❷ ❷ ❷ ❷ ❷ ❷ ❷

❷

❶

業種グループ別の言語系生成AI導入時の効果測定

※❶は1位を、❷は2位を示す
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9. 総括と提言

• 業種、規模を問わず多くの企業でDXの取組に対して肯定的回答が増加しており、国内企業のDXの取組は着実に浸透
の段階へ移行しつつあるととらえられる。

• 生成AIの活用は、試行段階を経て企業活動に組み込まれつつあり、着実に浸透しつつあるDXと相まって、企業の業務
変革における中核的な役割を担う存在となり得る。

• 企業は、不可避的なコスト増に対応しつつ、成長につながる投資の見極めを強化するという難しい取組に迫られている。
IT投資の質を高め、持続的な企業価値向上につなげていくためには、戦略的な予算配分と実効性ある効果検証の両輪
を着実に回していくことが求められる。

• 情報セキュリティについては、近年重大事案が相次いで発生したことにより、その重要性は改めて強く認識されている。
発生自体の抑止と、被害発生時の業務への影響低減・復旧の双方を視野に入れた対策が求められる。

• 複雑化するシステム開発においてQCDを順守するために、多くの企業が内製と外部委託を使いわけようとしており、
特にシステム企画や要件定義といった上流工程が内製化の中心となっている。

• IT部門は自らがどの領域で価値を発揮すべきかを見定め、必要となる人材像を整理し、最適な人材ポートフォリオを
描き、戦略的かつ効率的に人材の採用・育成・流出の低減といった人材充足に向けた取り組みを進めていくことが求め
られる。
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9. 総括と提言

• 人とAIが協働する新しい時代において、IT部門は単なるシステムの構築・運用主体ではなく、変革を自ら体現しつつ、
経営と現場をつなぐ戦略的な機能として位置付けられる。

• 自らが経営と共に変革を推進するという目線で、改めてIT部門としての役割や機能を見つめ直し、進化していくこと
が求められる。こうした認識の下、「人とAIで未来を創る、新時代のIT部門像」について3つの提言を行う。

◼ 第一に、IT部門は引き続き、DX・生成AIによる企業変革の推進リーダーとしての役割を担うことが求められる。
単なる技術導入の専門集団ではなく、現場と共に企業全体の変革を持続的に推進する存在として、デジタル施
策全体を成功に導く役割へと、その機能を拡張していくことが必要となるのではないか。

◼ 第二に、IT部門はDX・生成AI活用における経営資源の最適配分を図り、マネジメントする役割を担うことが求
められる。現場における生成AIの活用が進展する中、その成果を全社的な価値へと確実につなげていくため、
IT部門には、現場の創意工夫を尊重しつつ、コスト・データ・人といった要素を横断的に捉え、全社的な視点から
適切なマネジメントを担っていくことが重要な役割となるのではないか。

◼ 第三に、IT部門は、セキュリティ対策を個別施策として捉えるのではなく、業務継続全体の観点から整理し、経営
と共に企業活動の安定性を支える役割を担うことが求められる。テクノロジーの特性やリスクを正確に理解した
上で、現場の活用の動きに後れを取ることなく、実効性ある対応を通じてリスクを着実に低減していく役割が必
要となるのではないか。
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DXの浸透と生成AIの急速な普及が進む中で、
IT投資、セキュリティ、人材確保等のマネジメントの課題が一層複雑化している

9. 総括と提言

1．着実に浸透が進むDX

• DXを推進できていると評価する企業の割合は年々増加しており、企業規模を
問わず取組は着実に広がっている

• DXの目的は、効率化やコスト削減に加え、新規事業の展開や顧客価値の向上な
ど、価値創出の領域へと広がりつつある

• 一方で、人材やスキルの不足はDX推進における最大の課題となっている

2．業務変革の基盤となりつつある生成AI

• 生成AIは、営業・生産・管理など幅広い業務領域で試行・導入が進み始めている

• 多くの企業が一定の効果を実感しており、生成AIは現場業務を支える可能性の
ある技術として受け入れられつつある

• 一方で、情報漏えいやハルシネーションなどのリスクへの懸念も大きく、ガバナ
ンスやルール整備を含めた対応が求められている

3．ランザビジネスとバリューアップの投資の両立

• 物価高や人件費の高騰などを背景にランザビジネスのコストは増加している

• 一方で、付加価値創出を目的とする投資への意向は維持されており、成長に向
けた投資意欲は失われていない

• こうした状況の中、案件精査や投資効果の検証などを通じたIT予算・投資マネ
ジメントの重要性が一層高まっている

４．重要性を増すセキュリティ対策と、問われる事業継続性

• 情報セキュリティは、IT投資によって解決すべき経営課題として重要度が長期
的に高まり続けており、現在では業務プロセスの効率化や既存ビジネスの強化
と並ぶ主要な経営課題の一つとして位置付けられている

• 脅威の防止だけでなく、インシデント発生時の対応や復旧を含めた体制整備が
企業の事業継続性を支える重要な課題となりつつある

5．QCD改善のための内製と外部委託の使い分け

• システム開発におけるQCD遵守は大規模案件を中心に困難な状況が続いてお
り、システム構成の多様化やアーキテクチャの複雑化、ベンダーのスキル不足が
主な要因となっている

• 企業では、企画や要件定義といった上流工程を中心に内製化を推進し、外部委
託との役割分担の最適化が進められている

6．価値発揮領域の見極めと人材戦略の最適化

• IT人材の増員意向は引き続き高い水準にあり、人材確保は依然として企業に
とって難しい課題となっている

• 全領域において一様な人材確保は困難であり、各企業には価値発揮領域を見極
めた人材戦略の構築が求められている
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＜参考＞IT投資で解決したい中期的な経営課題（過去12年間の推移）

9. 総括と提言
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・

・

…… 2023年2018年2013年 2022年2021年

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

次世代新規ビジネスの

創出

ビジネスモデルの変革

セキュリティ強化

採用や人材育成、組織開

発

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

次世代新規ビジネスの

創出

ビジネスモデルの変革

採用や人材育成、組織開

発

セキュリティ強化

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

ビジネスモデルの変革

顧客重視の経営

セキュリティ強化

迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

営業力の強化

ビジネスモデルの変革

商品サービスの差別化・高

付加価値化

迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

営業力の強化

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

1位

2位

3位

4位

5位

ビジネスモデルの変革

セキュリティ強化14位

セキュリティ強化 営業力の強化
迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）
IT開発・運用のコスト削減

IT開発・運用のコスト削減

IT開発・運用のコスト削減

IT開発・運用のコスト削減

6位

7位

8位

9位

10位

顧客重視の経営

業務プロセスの質・精度の

向上（ミス・欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ

（リードタイム短縮等）

グローバル化への対応

業務プロセスの質・精度の

向上（ミス・欠品削減等）

社内コミュニケーションの

強化

顧客重視の経営

商品サービスの差別化・

高付加価値化

働き方改革

業務プロセスのスピードアップ

（リードタイム短縮等）

顧客重視の経営

商品サービスの差別化・

高付加価値化

働き方改革

顧客重視の経営

商品サービスの差別化・

高付加価値化

社内コミュニケーションの

強化

2024年

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

次世代新規ビジネスの

創出

ビジネスモデルの変革

セキュリティ強化

採用や人材育成、組織開

発

迅速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

IT開発・運用のコスト削減

顧客重視の経営

商品サービスの差別化・

高付加価値化

販売チャネル・

営業力の強化

※2013～2024年は「IT投資で解決したい中期的な経営課題・1位」の順位、

2025年は「IT投資で解決したい現在直面している経営課題・1～3位合計」の順位

2025年

業務プロセスの効率化

・スピードアップ

（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把

握

（リアルタイム経営）

既存ビジネスの強化（営業

力強化・商品／サービスの

高付加価値化）

セキュリティ強化

新規ビジネスの創出

・ビジネスモデルの変革

IT開発・運用のコスト低減

働き方改革（社内コミュニケーション

強化、テレワーク、ペーパーレス化等）

BCP（事業継続計画）の見

直し

サプライチェーン強化

採用や人材育成、組織開発



「人とAIで未来を創る、新時代のIT部門像」についての3つの提言

9. 総括と提言

＜これからのIT部門に求められる姿＞

1．DX・生成AI時代の来るべき企業変革をリードする存在

• 単なる技術導入の専門集団ではなく、現場と共に企業全体の変革
を持続的に推進する

• デジタル施策全体を成功に導く

引き続き
求められる役割

２．コスト・データ・人の最適化をリードする存在

• DX・生成AI活用における経営資源の最適配分を図る

• 現場の創意工夫を尊重しつつ、コスト・データ・人といった要素を横
断的に捉え、全社的な視点から適切なマネジメントを担っていく

３．事業レジリエンス強化をリードする存在

• セキュリティ対策を業務継続全体の観点から分析・整理し、経営と
連携して方針・施策へ落とし込み、企業活動の安定性を支える

• テクノロジーを正確に理解した上で、現場の動向に即応し、実効性
のある対応を通じてリスクを着実に低減する

新たに
求められる役割

＜IT部門の位置づけの変化＞

システムの構築・運用主体

変革を自ら体現しつつ、
経営と現場をつなぐ戦略的な機能

より経営に近い「高い視座」が必要とされる
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ご清聴ありがとうございました

本調査に関するお問い合わせ

（一社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

JUAS 企業IT動向調査事務局

TEL：03-6264-1312

E-mail：itdoukou@juas.or.jp
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